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企画のポイント

企画背景
新型コロナの長期化や原材料価格の高騰など、事業者を取り巻く経営環境は依然厳しい状況の中、インボイス制度

や環境対策など、事業者が新たに認識・対応すべき課題も更に多くなり 、政府や自治体においても様々な事業者支援

施策を展開していますが、事業者からは、支援メニュー数が多く、支援要件や手続き等、何をどこに相談すればよいか

分からないといった意見が聞かれていたところです。

そこで令和3年2月、令和4年3月と2年連続で、各種支援メニューの内容や要件等について横断的に解説する事業

者支援施策説明会を実施したところ、参加者から非常に好評をいただいたため、今年度においても、令和４年度補正

予算や令和5年度当初予算の内容を中心とした説明会をオンラインで開催しました。

◆国・各府県等の１６機関を3グループに分けて、様々な支援施策の最新情報をワンストップで説明。
◆説明会申込者向けに、説明会当日の全登壇機関の説明をアーカイブにて配信。

◆インボイス制度や環境対策などタイムリーな話題についても解説。

近畿財務局挨拶

近畿経済産業局挨拶

理財部長の鈴木からの挨拶では、「足許でゼロゼロ融資の返済が本格化する中、引き続き事業者

の立場に立った資金繰りや業況の回復に向けた積極的な支援が重要となる。これらに加えインボ

イス制度やカーボンニュートラルへの対応等の課題も指摘されており、本日説明する補助金等の

各種支援施策の活用を積極的に促していただくようお願いしたい。 」との発言がありました。

原田産業部長の挨拶では、「新型コロナの長期化、原材料・エネルギー価格等の高騰により厳しい経営

環境に置かれている中小企業に対し、政府として資金繰り支援や価格転嫁対策等に万全を期すほか、『成

長と分配の好循環』のために必要不可欠な『成長志向の中小企業・小規模事業者』の創出に向け、中小

企業へ事業再構築等を積極的に促していくことが重要です。」との発言がありました。

（令和5年3月8日オンライン開催）



①パートナーシップ構築宣言について
近畿経済産業局産業部下請取引適正化推進室

また、助成金支給の流れについても分かりやすく
解説いただきました。

産業雇用安定センターは
雇用のセーフティネットとし
て組織された公的機関であ
り、在籍型出向の類型ごと
の支援内容や実績について
解説いただきました。
人材不足の日本において、

第１部 国の機関等による支援施策について

①インボイス制度について
大阪国税局課税第二部消費税課

①人材開発支援助成金「人への投資促進
コース」について

大阪労働局 助成金センター

インボイス制度の概要や
インボイスの記載事項、売
り手や買い手の留意点に
ついて、分かりやすく解説
していただきました。

サプライチェーン全体での
適切な価格転嫁に向けた
宣言制度の概要や、宣言
が大企業向け賃上げ促進
税制の適用要件である等
のメリットの説明がありまし
た。

人材開発支援助成金に
ついて、今年度新たに設け
られた『人への投資促進
コース』について、各訓練メ
ニューをご説明いただきま
した。

②キャッシュレス納付について
大阪国税局徴収部管理運営課

②産業雇用安定センターにおける
今後の在籍型出向支援について

（公財）産業雇用安定センター 大阪事務所

③カーボンニュートラル実現に向けた
環境省の支援策について
近畿地方環境事務所

地域循環共生圏・脱炭素推進グループ

④農林水産物・食品輸出基盤強化資金
について

近畿農政局 経営・事業支援部

⑤国税庁の補助金について
大阪国税局 課税第二部 酒類業調整官

②中小企業向け支援施策について
近畿経済産業局産業部中小企業課

令和4年度補正予算の内
容を中心に中小企業支援に
役立つ補助金についてご説
明いただきました。
また、各種補助金の支給要
件の変更や対象の拡充など
最新の情報について説明が
ありました。

人材課題の解決や企業の活力向上に向け、積極的
に施策を活用いただきたいとのご発言がありました。

温室効果ガス削減について、
中小企業が取り組むメリットや
脱炭素経営促進に関する支援
策についてご説明いただきま
した。

農林水産物・食品輸出基盤
強化資金の対象事業や輸出
事業計画の概要について、ご
説明いただきました。

酒税業のポストコロナに向け
た経営改革・構造転換につい
て、新市場開拓支援事業費
補助金等の制度をご紹介い
ただきました。

Aグループ Bグループ

Cグループ

※国の機関をグループ分けし、参加者は希望するグループの説明を視聴。

キャッシュレス納付手段
について、ダイレクト納付
等の5種類の納付方法を
詳しく説明いただきました。
また、納税証明書の請求
も非対面で可能であるこ
とも併せて解説いただきま
した。



③滋賀県の令和5年度
中小企業向け施策等

滋賀県 商工観光労働部 商工政策課

②兵庫県中小企業支援施策
について

兵庫県産業労働部 地域経済課

終了後のアンケートでは、回答者の約9割の方から「有益であった」「概ね有益であった」とのご感想を
いただきました。（以下、抜粋。）
・限られた時間の中で、各支援機関が関心に応じた内容を視聴出来る仕組みとなっており、非常に良いと感じました。
（金融機関）
・各省庁や各県の施策がコンパクトにまとめられ情報収集が効率的だった。（官公庁）
・自分のグループ以外のセミナーについても後日視聴でき、同時配信の課題を克服した仕組みだと思います。
（経済団体）

お問い合わせ先
近畿財務局・総務課企画係
℡：06-6949-6390
✉：kinzaikikaku@kk.lfb-mof.go.jp
ちほめんNEWSのバックナンバーは、以
下URLからご覧になれます。
http://kinki.mof.go.jp/chiiki.html

中小企業や小規模事業者向けの支
援施策として、新型コロナウイルス感
染症等関連融資制度、新事業展開に

令和５年度予算のポイントして、新
型コロナ対策や物価高騰対策からな
る緊急支援、デジタル化・グリーン化

エネルギー・物
価対策、生産性
向上・賃上げ、事
業継続、起業支
援、小規模企業

福井県長期ビジョンとして、人に投
資し、人を大切にする経済・社会の
推進を一つ目の戦略に据え、他の

グループA グループB グループC

参加者からの声

最後に
本セミナーに多数の方がご参加いただき、最新の事業者支援施策を届ける
ことができたことを、関係者一同大変うれしく感じております。
今回頂戴したアンケートでのご意見を踏まえ、また、地域の様々な方の声を聴
き、次の企画に反映していきたいと思いますので、地域活性化等に関するご要
望がございましたら、お気軽に右記へお問い合わせいただければと存じます。

①大阪府における中小企業の
事業再構築支援等について
大阪府商工労働部経営支援課

③和歌山県支援施策について
和歌山県商工観光労働部
商工労働政策局観光労働総務課

①京都府の令和5年度
中小企業向け施策

京都府商工労働観光部
中小企業総合支援課

①石川県令和5年度
中小企業向け主要施策
石川県商工労働部経営支援課

などの成長施策
を柱とした支援
策についてご説
明いただきました。

②富山県令和5年度
中小企業支援策
富山県商工労働部地域産業支援課

③福井県の令和5年度
事業者支援施策について
福井県産業労働部産業政策課

成長や付加価値づ
くり、交流・地方分
散などの戦略ととも
に支援施策をご説
明いただきました。

係る補助金や伴走
支援、事業承継支
援などについてご
説明いただきまし
た。

※９府県をグループ分けし、参加者は希望するグループの説明を視聴。

②奈良県の中小企業支援策
奈良県産業・観光・雇用振興部

産業政策課

新型コロナウイルス
感染症対応資金（伴
走支援型）の説明を
はじめ、企業誘致、県
内企業のデジタル化
支援、人材育成・働き

方改革などの施策についてご説明
いただきました。

令和5年度予算
に関する概要や重
点的に取り組む施
策について、株式
上場を目指す企

業を応援するステップアップ支援事
業など様々な施策をご説明いただき
ました。

京都府内の中小企業の補助金施
策について、制度融資をはじめ、金
融機関と経営支援団体が一体と
なって中小企業を伴走支援する事

業など令和５年度
予算に係る主要施
策をご説明いただ
きました。

起業支援をは
じめとして、研究
開発支援、生産
性向上支援、事
業再構築支援、

資金繰り支援など、和歌山県内で実
施している各種支援施策について、
ご説明いただきました。

者支援などについて、ご説明いただ
きました。

第2部 各府県よる支援施策について

地域課題の解決に重点を置いた起
業支援等を行う「地域しごとサポート
センター事業」や、ボトムアップ型県
政の推進を目的とした若手職員によ

る政策課題研
究等について
ご紹介いただ
きました。


